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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第148期
第２四半期
連結累計期間

第149期
第２四半期
連結累計期間

第148期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 64,123 69,733 181,106

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △6,419 △6,038 5,266

四半期（当期）純利益又は

四半期（当期）純損失（△）（百万円）
△4,322 △3,900 1,679

四半期包括利益又は包括利益（百万円） △5,127 △4,660 1,743

純資産額（百万円） 46,613 46,280 53,421

総資産額（百万円） 190,933 210,481 211,732

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失金額（△）

（円）

△19.05 △17.19 7.40

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 23.3 21.6 24.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
8,188 8,585 　　　　　11,443

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,211 △5,572 　　　　　△5,639

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△10,866 △5,340 △5,048

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
7,198 10,406 12,674

　

回次
第148期
第２四半期
連結会計期間

第149期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

１株当たり四半期純損失金額（△）（円） △4.88 △4.21

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。　
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。　

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものであります。

　

（１）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、欧州や中国など世界経済の減速感が強まり、国内では震災復興

の需要があるものの長引く円高の影響等により、依然として厳しく不透明な状況で推移しました。

　このような情勢の中、当社グループでは全社的な原価低減、固定費削減に努めると同時に、中期経営計画「ＰＯＷＥ

Ｒ５」フェーズⅢで掲げる明電グループの新たな飛躍に向けた“ものづくり力”の強化に取り組んでおります。

　当第２四半期連結累計期間の経営成績は、売上高が69,733百万円（前年同期比5,609百万円増加）となりました。

　損益につきましては、営業損失は5,095百万円（前年同期比401百万円改善）、経常損失は6,038百万円（前年同期比

381百万円改善）、四半期純損失は3,900百万円（前年同期比422百万円改善）となりました。

　

　セグメント別の状況は次のとおりであります。なお、売上高につきましては、セグメント間の取引を含んでおります。

　

① 社会システム事業分野

　受注高が、前年度下半期以降堅調に推移したことや、震災後の電源対策需要等により、売上高は前年同期比21.7％

増の43,885百万円となりました。

　

（社会システム事業関連）

　他社との競争が激化しており、受注環境は厳しさを増しております。主力である発電・変電・電力変換製品の徹底

した原価低減により競争力を強化するとともに、節電対策や事業継続計画（BCP）に対応する製品・サービスの積

極的な提案活動を行っております。また、太陽光発電設備など再生可能エネルギーを活用した各種エネルギーシス

テムの拡販に取り組んでおります。

　

（水・環境事業関連）

　公共投資の削減や新たな浄水場・下水処理場建設の減少、他社との競争激化などにより事業環境は厳しさを増し

ております。

　このような中、浄水場、下水処理場向け電気設備の新規および更新物件の受注獲得への取り組みを強化すると同時

に、水道施設の運転維持管理業務の受託への取り組みも積極的に進めております。また、下水・排水処理用セラミッ

ク平膜を用いた工業排水再利用設備の共同研究をシンガポール政府機関と進めるとともに、量産体制の整備及び海

外販売体制の強化にも注力しております。

　

（海外事業関連）

　円高基調により受注環境は厳しい状況が続いております。

このような中、国内外における電力用変電機器の拡販に努めるとともに、東南アジア市場を中心に鉄道プロジェク

トの受注獲得に取り組んでおります。また、当社が得意とする真空技術を用いたしゃ断器（Eco-VCB）などの単体機

器の拡販にも積極的に取り組んでおります。

　

②産業システム事業分野

　コンポーネント事業関連の一部の市場には引き続き停滞感があるものの、動計・搬送事業関連は堅調に推移してお

り、売上高は前年同期と同水準の15,203百万円となりました。
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（コンポーネント事業関連）

　半導体製造装置等に組み込まれる機器の需要は前年度下半期から踊り場状態がつづいておりますが、エレベータ

用モータの需要は中国及び新興国向けを中心に増加しております。また、三菱自動車工業株式会社様の電気自動車

「i-MiEV（アイ・ミーブ）」「MINICAB－MiEV（ミニキャブ・ミーブ）」に搭載されるモータ・インバータの量産

に取り組んでおります。

　

（動力計測・搬送事業関連）

　国内においては、電気自動車、ハイブリッド車また超低燃費車など、環境対応車の開発投資を中心に受注環境は緩

やかに回復しており、試験設備の拡販に取り組んでおります。また、日系メーカーの海外での実験棟建設や、研究開

発設備の需要が増加している中国、タイ、インド、ブラジルなど、海外市場での拡販にも積極的に取り組んでおりま

す。

　搬送システム分野では、フォークリフト用モータ・インバータの需要が緩やかに増加するとともに、自動車部品

メーカーをはじめ、化学メーカーや物流倉庫などで無人搬送車（AGV）の需要が増加しております。また、海外でも

中国、タイなどで需要が高まっており、現地法人での生産・販売体制を強化しております。

　

③エンジニアリング事業分野

　メンテナンスサービスの分野では、厳しい価格競争が続いており、売上高は前年同期比18.6％減の6,626百万円とな

りました。

　通常の保守・点検に加え、震災以降に需要が高まった電源設備のメンテナンスや、設備の状況や余寿命の診断を付加

した提案活動にも積極的に取り組んでおります。

　

④不動産事業分野

　業務・商業ビルThinkPark Tower（東京都品川区大崎）を中心とする保有不動産の賃貸事業を行っており、売上高は

前年同期と同水準の1,643百万円となりました。

　

⑤その他の事業分野

　その他の製品販売、従業員の福利厚生サービス、化成製品を提供するなど、報告セグメントに含まれない事業につい

ては、売上高は前年同期比6.0％増の13,844百万円となりました。

　

（２）財政状態の分析

　当第２四半期連結累計期間末の総資産は、前連結会計年度末（以下「前期末」）比1,251百万円減少し、210,481百万

円となりました。 

　流動資産は、前期末に計上した売上債権の回収が進み売掛金が減少し、前期末比2,916百万円減少し113,668百万円と

なりました。

　固定資産は、土地及び無形固定資産等の取得に伴い、前期末比1,665百万円増加の96,812百万円となりました。

　負債は、前受金と退職給付引当金の増加等により前期末比5,890百万円増加し164,200百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間末の純資産合計は、四半期純損失の計上及び剰余金の配当に伴い前期末比7,141百万円減

少して46,280百万円となりました。この結果、自己資本比率は前期末の24.2%から21.6%となりました。
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（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前第２四半期連結累計期間

に比べ3,208百万円増加し、10,406百万円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は8,585百万円（前年同期比4.9%増）となりました。

収入の主な内訳は、売上債権の減少額34,030百万円、減価償却費3,603百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債

務の減少額12,512百万円、棚卸資産の増加額11,349百万円、税金等調整前四半期純損失5,820百万円であります。

　

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果支出した資金は5,572百万円（前年同期比152.0%増）となりました。

これは主に、有形固定資産の取得による支出4,113百万円によるものであります。

　

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果支出した資金は5,340百万円（前年同期比50.8%減）となりました。

支出の主な内訳は、短期借入金の減少4,328百万円、長期借入金の返済による支出3,492百万円であり、収入の主

な内訳は、コマーシャル・ペーパーの増加2,500百万円であります。

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社法

施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

（当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針）

　１．基本方針の内容

　当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社グループの財務及び事業の内容や当社の企業価値の

源泉を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的かつ持続的に確保、向上していくこと

を可能とする者である必要があると考えています。

　当社は、当社の支配権の移転を伴う買収提案についての判断は、最終的には当社の株主全体の意思に基づいて行われ

るべきものと考えております。また、当社は、当社株式の大量取得であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資するものであれば、これを否定するものではありません。

　

　しかしながら、株式の大量取得の中には、その目的等から見て企業価値や株主共同の利益に対する明白な侵害をもた

らすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、対象会社の取締役会や株主が株式の大量取得の内容

等について検討しあるいは対象会社の取締役会が代替案を提案するための十分な時間や情報を提供しないもの、対象

会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協議・交渉を必要とするもの等、対象会

社の企業価値・株主共同の利益に資さないものも少なくありません。

　特に、当社グループの企業価値の源泉は、主に、①グループ全体で創業以来培ってきた豊富な技術蓄積と「ものづくり

力」、特に、環境対応製品を生み出す技術開発力、②高品質かつ豊富な製品ラインナップと品質保証体制、③お客様ニー

ズに応じたシステムエンジニアリング力、④充実した保守サービス体制、⑤お客様や、取引先及び従業員との安定的か

つ強固な信頼関係の５点に集約することができ、当社グループはこれらを相互に連繋させることにより、安定的な事業

活動を展開しております。当社株式の大量取得を行う者が、これらの当社の企業価値の源泉を理解したうえで、それを

中長期的に確保し、向上させられるのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになりま

す。

　当社は、このような当社の企業価値・株主共同の利益に資さない大量取得を行う者は、当社の財務及び事業の方針の

決定を支配する者として不適切であり、このような者による大量取得に対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ること

により、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保する必要があると考えます。
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　２．基本方針実現に資する特別な取組みの内容の概要

　当社グループでは今後も着実に事業を展開していくため中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５」を推進しております。「明電

グループの挑戦－ものづくり“ＰＯＷＥＲ”で社会に貢献－」をスローガンに掲げ、①成長・新事業の確立、②民需・

海外事業の更なる開拓、③「選択と集中」による収益力の改善、④「ものづくり力」の強化、⑤ＣＳＲ経営の普遍的推

進、の５つの基本方針を基に展開しております。

（ＰＯＷＥＲ５フェーズⅢの詳細については、当社の平成24年５月11日付プレスリリースをご参照ください。）　　

　また、当社では平成15年６月より執行役員制を導入し、経営の意思決定及び監督機能と業務執行機能とを分離し、業務

執行の迅速化を図り、効率的な経営を進めるとともに、取締役会を重要な戦略的意思決定を行う場として活性化し、そ

の機能強化を図っております。また、現時点における取締役９名のうち２名を社外取締役とすることで、経営の透明性

を確保し、取締役会による業務執行に対する監督機能を充実させ、コーポレート・ガバナンスを強化しております。　
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　３．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止

　　　するための取組みの内容の概要

　当社は、平成23年５月13日開催の取締役会及び平成23年６月24日開催の第147期定時株主総会の各決議に基づき、「当

社株式の大量取得行為に関する対応策」（買収防衛策）を更新いたしました（以下、更新後の買収防衛策を「本プラ

ン」といいます。）

　本プランは、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止し、当社の企業価値・株主共同の利益に反する当社株式の大量取得を抑止するために、当

社株式に対する大量取得が行われる際に、当社取締役会が株主の皆様に代替案を提案したり、あるいは株主の皆様がか

かる大量取得に応じるべきか否かを判断するために必要な情報や時間を確保すること、株主の皆様のために交渉を行

うこと等を可能とすることを目的としております。

　本プランは、当社株券等の20%以上を買収しようとする者が現れた際に、買収者に事前の情報提供を求める等、上記の

目的を実現するために必要な手続を定めています。買収者は、本プランに係る手続が開始された場合には、当社取締役

会又は株主総会において本プランを発動しない旨の決議がなされるまでの間、買付等を実行してはならないものとし

ます。

　買収者は、買付等の開始又は実行に先立ち、意向表明書及び買付等の内容の検討に必要な所定の情報等を記載した買

付説明書を、当社に対して提出して頂きます。また、独立委員会は、当社取締役会に対しても、買付等の内容に対する意

見、根拠資料、代替案等の情報を提供するよう要求することができます。

　独立委員会は、当該買付等の内容の検討その他の情報収集や買収者との協議・交渉等を行ったうえで、当該買付等が

本プランに定められた手続に従わない場合又は当社の企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をもたら

すおそれのある場合であって、かつ本プランに定める新株予約権の無償割当てを実施することが相当であるとき等、本

プラン所定の発動事由に該当すると判断したときは、当社取締役会に対して、買収者等による権利行使は原則として認

められないとの行使条件及び当社が買収者等以外の者から当社株式と引換えに新株予約権を取得できる旨の取得条項

が付された新株予約権の無償割当てを実施すべき旨の勧告を行います（なお、独立委員会は、当該勧告に際して、予め

当該実施に関して株主総会の承認を得るべき旨の留保を付すことができます。）。当社取締役会は、独立委員会の勧告

を最大限尊重して新株予約権の無償割当ての実施又は不実施等に関する会社法上の機関としての決議を速やかに行う

ものとします（但し、当社取締役会は、本プラン所定の場合に、株主総会を招集し、新株予約権の無償割当ての実施に関

する株主の皆様の意思を確認することができるものとし、かかる株主総会が開催された場合には、当社取締役会は、か

かる株主総会の決議に従って決議を行うものとします。）。

　本プランに従って新株予約権の無償割当てがなされ、その行使又は当社による取得に伴って買収者等以外の株主の皆

様に当社株式が交付された場合には、買収者等以外の株主の皆様が、１個の新株予約権につき原則として１株の当社株

式を取得することから、買収者等の有する当社の議決権割合は、最大50％まで希釈化される可能性があります。

　本プランの有効期間は、原則として、平成23年６月24日開催の第147期定時株主総会終結後３年以内に終了する事業年

度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとされております。
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　４．具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

　当社の中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５」及びコーポレート・ガバナンスの強化等の各施策は、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益を継続的かつ持続的に向上させるための具体的方策として策定されたものであり、まさに当社の基本

方針に沿うものです。

　また、本プランは、当社株式に対する買付等がなされた際に、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保するため

の枠組みであり、基本方針に沿うものです。本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業

価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（①企業価値・株主共同の

利益の確保・向上の原則、②事前開示・株主意思の原則、③必要性・相当性の原則）を充足しております。また、本プラ

ンは、第147期定時株主総会において株主の皆様の承認を得て更新されており、有効期間が約３年間と定められている

こと、本プランの発動の是非について株主の意思の確認がなされることがあること、当社の株主総会又は取締役会によ

り本プランを廃止できるとされていること等、株主意思を重視するものとなっております。これらに加え、当社経営陣

から独立した社外取締役等によって構成される独立委員会が設置され、本プランの発動等に際しては必ず独立委員会

の判断を経ることが必要とされていること、独立委員会は当社の費用で第三者専門家等を利用し助言を受けることが

できるとされていることにより、その判断の公正さ・客観性が担保されていること等により、当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に資するものであって、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではありません。

　

（５）研究開発活動の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4,867百万円です。なお、当第２四半期連

結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 576,000,000

計 576,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 227,637,704 227,637,704

株式会社東京証券取引所

（市場第一部）

株式会社大阪証券取引所

（市場第一部）

株式会社名古屋証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

1,000株　

計 227,637,704 227,637,704 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
 発行済株式
 総数増減数
（千株）

 発行済株式
 総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

 資本準備金
 増減額
（百万円）

 資本準備金
 残高
（百万円）

平成24年７月１日～

　平成24年９月30日　
― 227,637― 17,070 ― 5,000
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（６）【大株主の状況】

　 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４丁目５番33号 13,147 5.78

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 11,209 4.92

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 10,837 4.76

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,942 4.37

日本電気株式会社 東京都港区芝５丁目７－１ 8,730 3.84

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目４－１ 7,500 3.29

明電舎従業員持株会 東京都品川区大崎２丁目１－１ 5,760 2.53

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 5,307 2.33

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川２丁目27-２ 4,377 1.92

明友持株会 東京都品川区大崎２丁目１－１ 3,032 1.33

計 － 79,842 35.07

（注）日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託

口）

　　　の保有株式は、信託業務にかかる株式です。
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（７）【議決権の状況】

　

①【発行済株式】

 （平成24年９月30日現在）

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式　 　698,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 225,546,000 225,546 －

単元未満株式 普通株式   1,393,704 － －

発行済株式総数 227,637,704 － －

総株主の議決権 － 225,546 －

　（注）１．証券保管振替機構名義の株式3,654株のうち、3,000株は、「完全議決権株式（その他）」に含まれており、654

株は、「単元未満株式」に含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に

係る議決権の数３個が含まれております。

２．自己株式698,383株のうち、383株は、「単元未満株式」に含まれております。

　

②【自己株式等】

 （平成24年９月30日現在）

所有者の氏名又は名
称

所有者の住所
自己名義所有株式

数(株)
他人名義所有株式

数(株)
所有株式数の合計

(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

(自己保有株式)

株式会社明電舎

東京都品川区大崎

二丁目１番１号
698,000 － 698,000 0.31

計 － 698,000 － 698,000 0.31

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。 

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 12,747 10,481

受取手形及び売掛金 65,389 43,583

商品及び製品 4,335 6,811

仕掛品 25,189 39,804

原材料及び貯蔵品 2,045 3,745

繰延税金資産 3,501 6,179

その他 ※2
 3,710 3,458

貸倒引当金 △335 △395

流動資産合計 116,585 113,668

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 39,657 40,180

機械装置及び運搬具（純額） 9,068 10,496

土地 9,356 12,691

建設仮勘定 1,510 1,911

その他（純額） 1,780 2,079

有形固定資産合計 61,372 67,359

無形固定資産 3,709 5,403

投資その他の資産

投資有価証券 21,311 14,296

長期貸付金 29 29

繰延税金資産 6,616 7,695

その他 2,201 2,136

貸倒引当金 △92 △107

投資その他の資産合計 30,065 24,049

固定資産合計 95,147 96,812

資産合計 211,732 210,481
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 33,026 22,514

短期借入金 7,692 7,218

コマーシャル・ペーパー 23,500 26,000

未払金 10,800 12,780

未払法人税等 1,253 681

前受金 8,331 18,635

賞与引当金 4,797 5,171

製品保証引当金 249 516

受注損失引当金 658 1,038

その他 11,716 10,263

流動負債合計 102,027 104,820

固定負債

長期借入金 27,858 26,452

退職給付引当金 24,170 28,733

役員退職慰労引当金 116 152

環境対策引当金 1,070 1,014

債務保証損失引当金 12 12

繰延税金負債 43 36

その他 3,012 2,979

固定負債合計 56,283 59,380

負債合計 158,310 164,200

純資産の部

株主資本

資本金 17,070 17,070

資本剰余金 13,197 13,197

利益剰余金 19,825 15,016

自己株式 △152 △153

株主資本合計 49,940 45,130

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,664 1,658

繰延ヘッジ損益 △90 △97

為替換算調整勘定 △1,309 △1,289

その他の包括利益累計額合計 1,265 271

少数株主持分 2,216 878

純資産合計 53,421 46,280

負債純資産合計 211,732 210,481
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 64,123 69,733

売上原価 51,874 55,531

売上総利益 12,249 14,202

販売費及び一般管理費 ※1
 17,746

※1
 19,297

営業損失（△） △5,496 △5,095

営業外収益

受取利息 13 8

受取配当金 234 233

受取賃貸料 127 106

その他 484 663

営業外収益合計 860 1,012

営業外費用

支払利息 450 401

出向者関係費 536 664

持分法による投資損失 187 241

減価償却費 190 174

その他 417 473

営業外費用合計 1,783 1,955

経常損失（△） △6,419 △6,038

特別利益

投資有価証券売却益 0 －

負ののれん発生益 － 251

その他 － 0

特別利益合計 0 252

特別損失

投資有価証券評価損 306 32

その他 1 1

特別損失合計 307 34

税金等調整前四半期純損失（△） △6,727 △5,820

法人税、住民税及び事業税 133 511

法人税等調整額 △2,560 △2,549

法人税等合計 △2,426 △2,038

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △4,300 △3,781

少数株主利益 22 118

四半期純損失（△） △4,322 △3,900
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △4,300 △3,781

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △941 △1,024

繰延ヘッジ損益 △37 △9

為替換算調整勘定 152 130

持分法適用会社に対する持分相当額 △0 25

その他の包括利益合計 △827 △878

四半期包括利益 △5,127 △4,660

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △5,197 △4,894

少数株主に係る四半期包括利益 69 234
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △6,727 △5,820

減価償却費 3,360 3,603

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 71

賞与引当金の増減額（△は減少） △279 301

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,072 1,008

受注損失引当金の増減額（△は減少） 17 △87

製品保証引当金の増減額（△は減少） △804 △156

受取利息及び受取配当金 △247 △242

支払利息 450 401

持分法による投資損益（△は益） 187 241

投資有価証券評価損益（△は益） 306 32

負ののれん発生益 － △251

売上債権の増減額（△は増加） 26,472 34,030

たな卸資産の増減額（△は増加） △10,535 △11,349

仕入債務の増減額（△は減少） △2,590 △12,512

その他 △1,257 631

小計 9,420 9,902

利息及び配当金の受取額 262 248

利息の支払額 △455 △406

法人税等の支払額 △1,039 △1,159

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,188 8,585

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,187 △4,113

有形固定資産の売却による収入 21 5

無形固定資産の取得による支出 △863 △1,101

投資有価証券の取得による支出 △1 △0

関係会社株式の取得による支出 △50 △5,215

関係会社株式の売却による収入 － 4,937

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 219

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △216

補助金の受取額 46 48

その他 △176 △136

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,211 △5,572

EDINET提出書類

株式会社明電舎(E01744)

四半期報告書

18/27



（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,604 △4,328

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

△6,000 2,500

長期借入れによる収入 1,022 930

長期借入金の返済による支出 △3,386 △3,492

自己株式の取得による支出 △0 △1

配当金の支払額 △906 △904

少数株主への配当金の支払額 △70 △50

その他 79 7

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,866 △5,340

現金及び現金同等物に係る換算差額 52 60

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,837 △2,267

現金及び現金同等物の期首残高 11,986 12,674

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 49 －

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △0 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,198

※
 10,406
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

（1）連結の範囲の重要な変更

　　当連結会計年度より、持分法適用関連会社であったＡＥテクノシステムズ株式会社及びAE POWER METAL

ENGINEERING SDN. BHD.は、出資持分の追加取得によって、子会社となったため、新たに連結の範囲に含め、新商号を

それぞれ、明電テクノシステムズ株式会社及びMEIDEN METAL ENGINEERING SDN.BHD.といたしました。

　　また、上海明電舎長城開関有限公司については、株式の取得により、子会社となったため、連結の範囲に含めており

ます。

　　

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

　当連結会計年度より、持分法適用関連会社であったＡＥテクノシステムズ株式会社及びAE POWER METAL

ENGINEERING SDN. BHD.は、出資持分の追加取得によって、連結子会社となったため、持分法適用の範囲から除外し

ております。

　

【会計方針の変更等】

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得し

た有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これにより、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失

はそれぞれ108百万円減少しております。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

  １　受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

受取手形裏書譲渡高 79百万円 －百万円

 

※２  受取手形譲度による代金の留保分（未収入金）は次のとおりであります。これは当社に遡及義務が及ぶも

のであります。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

　 792百万円 －百万円

　　

  ３　偶発債務

  金融機関借入金等に関する債務保証

　
前連結会計年度

（平成24年３月31日）　
当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）　

従業員 83百万円 71百万円

その他 30 30

計 113 101
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（四半期連結損益計算書関係）

※１  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

従業員給料及び手当 5,690百万円 6,042百万円

　　

　２　前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）及び当第２四半期連結累計

期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

　当社グループでは、電力会社や官公庁向けの各種電気設備や、自治体向けの上下水処理設備等において、年度末

に売上が集中する傾向があります。そのため、例年、第２四半期の売上高については、年間の実績値に対して相対

的に低い水準にとどまっております。 

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。　

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 7,277百万円 10,481百万円

預入期間が3か月を超える定期預金 △78 △74

現金及び現金同等物 7,198 10,406

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

　　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

 １株当たり
 配当額（円)

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成23年6月24日
定時株主総会

普通株式　 907 4.00 平成23年3月31日　平成23年6月27日　利益剰余金　

　　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

　　配当金支払額

 （決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）　

 １株当たり
 配当額（円)

基準日　 効力発生日　 配当の原資

平成24年6月26日
定時株主総会

普通株式　 907 4.00 平成24年3月31日　平成24年6月27日　利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

 （単位：百万円）　

 
 

　　　　　　　　報告セグメント　　　　　　　　
その他
　

　（注）１　
合計

調整額
　

　（注）２

　
四半期連結損益
計算書計上額
　　　（注）３　

　

社会シス
テム事業

産業シス
テム事業

エンジニ
アリング
事業

不動産事
業 　小計　

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
  外部顧客への売上高 34,00412,7177,994 1,51156,227　 7,895 64,123 － 64,123

  セグメント間の内部

   売上高又は振替高
2,064 2,480 147 131 4,824　 5,168 9,992(9,992) －

 計 36,06915,1988,141 1,64361,052　 13,06374,116(9,992) 64,123

　セグメント利益又は

　セグメント損失(△)
△4,206△1,054 △286 588△4,959　 208 △4,750 (745) △5,496

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福利厚

生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額　△745百万円には、セグメント間取引消去400百万円、各報告セグ

メントに配分していない全社費用△1,146百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属し

ない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　　　

　

　Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年９月30日）

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　 （単位：百万円）　

 　　　　　　　　報告セグメント　　　　　　　　
その他　
　（注）1　 合計 調整額　

　（注）２　

四半期連結損益
計算書計上額
　（注）３　 

社会シス
テム事業

産業シス
テム事業

エンジニ
アリング
事業

不動産
事業 小計　

 売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　
  外部顧客への売上高 41,92012,5586,429 1,51162,419　 7,313 69,733 － 69,733

  セグメント間の内部

   売上高又は振替高
1,964 2,645 196 131 4,938　 6,530 11,469(11,469) －

 計 43,88515,2036,626 1,64367,358　 13,84481,202(11,469) 69,733

　セグメント利益又は

　セグメント損失(△)
△2,428△1,556 △991 589△4,386　 471 △3,914(1,180) △5,095

（注）1．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その他の製品販売、従業員の福利厚

生サービス、化成製品等を提供する事業等を含んでおります。

２．セグメント利益又はセグメント損失の調整額　△1,180百万円には、セグメント間取引消去169百万円、各報告セ

グメントに配分していない全社費用△1,350百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属

しない一般管理費及び技術試験費であります。

３．セグメント利益又はセグメント損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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２. 報告セグメントの変更等に関する事項

  会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後

の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間のセグメント損失がそれぞれ「社会システム事

業」で86百万円、「産業システム事業」で16百万円、「エンジニアリング事業」で3百万円減少し、セグメント利益が

「その他」で1百万円増加しております。

　

３.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

　該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

　「社会システム事業」セグメントにおいて、日本ＡＥパワーシステムズ株式会社の事業を承継したことに伴い、

当第２四半期連結累計期間において、のれんが902百万円増加しております。

　

（重要な負ののれん発生益）

　「社会システム事業」セグメントにおいて、MEIDEN SINGAPORE PTE.LTD.、MEIDEN METAL ENGINEERING SDN.BHD.、

ＭＳＡ株式会社、明電テクノシステムズ株式会社を完全子会社化したことにより、負ののれんが発生しておりま

す。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第２四半期連結累計期間においては251百万円でありま

す。

　　

（企業結合等関係）

吸収分割による企業結合

１．企業結合の概要

（1）相手企業の名称及びその事業の内容

相手企業の名称　株式会社日本ＡＥパワーシステムズ

事業の内容　　　変電・配電事業

（2）企業結合を行った主な理由

変電・配電事業の競争力の強化、及び既存事業とのシナジー効果等

（3）企業結合日

平成24年４月１日

（4）企業結合の法的形式

株式会社日本ＡＥパワーシステムズを分割会社とし、明電Ｔ＆Ｄ株式会社を承継会社とする吸収分割

（5）承継会社の名称

明電Ｔ＆Ｄ株式会社

　

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得事業の業績の期間

平成24年４月１日から平成24年９月30日まで

　　

３．被取得事業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　6,321百万円　（明電Ｔ＆Ｄ株式会社の株式）

交付した株式数　　91,970株

　

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

925百万円

（2）発生原因

第三者によるＥＣＦ法での価値算定結果を取得価額としており、企業結合日の時価を取得価額が上回ったた

めであります。

（3）償却方法及び償却期間

20年間にわたる均等償却

　

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債額並びにその主な内訳
　　　　　　　　　　　

流動資産　 6,987　百万円　
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固定資産　 7,994　百万円

　資産合計　 14,981　百万円

流動負債　 6,121　百万円

固定負債　 3,464　百万円

　負債合計　 9,585　百万円

　

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 19円05銭 17円19銭

（算定上の基礎） 　 　

四半期純損失金額（百万円） 4,322 3,900

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る四半期純損失金額（百万円） 4,322 3,900

普通株式の期中平均株式数（千株） 226,946 226,941

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　当社は、平成24年10月30日開催の取締役会において、当社100％出資の連結子会社である明電Ｔ＆Ｄ株式会社（以

下、「明電Ｔ＆Ｄ」）を吸収合併することを決定し、同日付で吸収合併契約を締結しました。

　吸収合併の概要は以下のとおりです。

　

１．合併の目的

　当社と株式会社日立製作所及び富士電機株式会社の３社は、共同出資による株式会社日本ＡＥパワーシステムズ（以

下、「ＡＥパワー」）における合弁関係を発展的に解消するため、本年4月1日、出資会社３社はそれぞれ

ＡＥパワーの変電・配電事業を承継しました。

当社は、同事業を子会社である明電Ｔ＆Ｄにて承継し、中期経営計画「ＰＯＷＥＲ５フェーズⅢ」の重点施策の一つ

である変電・配電製品の製品競争力強化に取り組んでおります。　

　当社では、さらなる製品競争力の強化と海外市場における営業活動の強化を図るためには両社の営業・技術・製造　

部門の一体化が不可欠と判断し、このたび明電Ｔ＆Ｄを吸収合併することを決定したものです。

　

２．合併方法

　当社を存続会社、明電Ｔ＆Ｄを消滅会社とする吸収合併です。

　

３．合併後企業の名称

　株式会社明電舎

　

４．合併に係る割当の内容

　当社完全子会社との合併であるため、本合併による新株式の発行及び合併交付金の支払いは行いません。

　

５．合併期日（効力発生日）

　平成25年４月１日　

　

６．実施する会計処理の概要

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引の会計

処理を適用する見込みです。
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月14日

株式会社明電舎

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 落合　操　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 若尾　慎一　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社明電舎の

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成24

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任　

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論　

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社明電舎及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。　
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